
障害福祉サービス事業者運営指導 主な指摘事項 

〔生活介護〕 

 

１．人員に関する基準 

項目 事業所の状況 指導内容 

従業員の配置 ①生活支援員及び看護職

員の配置について、基準

どおり配置されてなかっ

た。 

➁配置すべき医師を嘱託

医により確保している

が、嘱託医の事業所にお

ける勤務実態が確認でき

なかった。 

 

①生活支援員及び看護職員のうち、１人

以上を常勤としてください。 

 

 

➁勤務時間を客観的な記録をもって管理

する等、配置していることがわかるよう

記録してください。 

 

※看護師等による利用者の健康状態の把

握や健康相談等が実施され、必要に応じ

て医療機関への通院等により対応するこ

とが可能な場合に限り、医師を配置しな

い取り扱いとすることができます。ただ

し、この場合、医師未配置減算として

12単位減算するものとして取り扱って

ください。 

 

 

２．運営に関する基準 

項目 事業所の状況 指導内容 

運営規程・ 

重要事項説明書 

運営規程で定めている

内容と重要事項説明書に

書かれている内容に相違

があった。 

 

 

営業時間について、運営規程に定め、

重要事項説明書等の文書により利用者へ

説明を行ってください。 

利用者から受領する費用の種類及びそ

の額について、運営規程に定め、重要事

項説明書等の文書により利用者へ説明を

行い、同意を得た上で徴収してくださ

い。 

重要事項説明書 重要事項説明書に記載

する項目が不足してい

た。 

重要事項説明書の記載する項目につい

て、提供するサービスの第三者評価の実

施状況（実施の有無、実施した直近の年

月日、実施した評価機関の名称、評価結

果の開示状況等）を記載してください。 

 

 



利用者負担額等の

受領 

日常生活に要する費用

について、同意を得ず、

費用を徴収していた。 

日常生活に要する費用の対象となる内

容（便宜）は、利用者又はその家族の自

由な選択に基づいて行われるため、利用

者、家族には事前に説明し、同意を得て

ください。 

 

生活介護計画 ①・アセスメントを実施

していなかった。 

・アセスメントを実施

した記録がなかっ

た。 

 

 

 

②アセスメントに当たっ

て、利用者に面接して行

っていなかった。 

③計画作成に係る会議の

記録が確認できなかっ

た。 

④サービス提供前に計画

の同意を得ていなかっ

た。 

 

①計画の作成に当たっては、利用者の状

況の把握・分析を通じ、解決すべき問題

状況を明らかにする（アセスメント）必

要があります。実施した際には、実施

日、内容等を記録してください。 

また、計画を更新又は変更する際もア

セスメントを実施し、記録を残してくだ

さい。 

②アセスメントに当たっては、利用者に

面接して行ってください。 

 

③計画の原案について、計画作成に係る

会議を開催し、その内容を記録してくだ

さい。 

④計画の目標や内容については、サービ

ス提供前に利用者又はそのご家族に対し

て説明し、文書により利用者の同意を得

てください。 

 

サービス提供の記

録 

①サービス提供の都度、

記録を作成していなかっ

た。 

 

②月末にまとめて利用者

等に確認を求めていた。 

①サービスの提供の都度、サービス提供

日、提供サービスの具体的内容、実績時

間数、利用者負担額等の利用者へ伝達す

べき必要な事項を記録してください。 

②支給量の管理及び報酬の請求に係る適

切な手続きを確保する観点から、サービ

ス提供の都度、サービスを提供したこと

について確認を得てください。 

 

勤務体制の確保等 ①職員に対する研修が実

施されていなかった。 

 

 

②ハラスメント防止のた

めの方針の明確化及び相

① 職員の資質の向上を図るため、研修機

関が実施する研修や生活介護事業所内

の研修に参加する機会を計画的に確保

してください。 

②事業者は、職場におけるハラスメント

（セクシュアルハラスメント（上司や同



談体制の整備等の必要な

措置を講じていなかっ

た。 

僚に限らず、入所者（利用者）やその家

族等から受けるものも含む。）やパワー

ハラスメント）の防止のための雇用管理

上の措置を講じてください。 

身体拘束等の禁止 身体拘束等の適正化を図

るための措置を講じてい

なかった。 

以下について、適切に実施してくださ

い。また必要な措置を講じていることが

分かるように記録を作成してください。 

 
 

※参考：身体拘束等の適正化について 

① 身体的拘束等を行う場合に、その態様及び時間、その際の

入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録する

こと（緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替

性、一時性の 3つの要件全てを満たし、かつ、組織としてそ

れらの要件の確認等の手続きを行った旨を記録しなければな

りません）。 

② 身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（年１

回以上）を定期的に開催するとともに、その結果について従

業者に周知徹底を図ること 

③ 身体拘束等の適正化のための指針を整備すること 

④ 従業者に対し身体拘束等の適正化のための研修を定期的に

実施すること。（年１回以上・新規採用時） 

※適切な措置を講じていない場合、身体拘束廃止未実施減算

が適用される場合がありますので留意してください。 

虐待の防止 

 

虐待防止のための措置

を講じていなかった。 

 

以下について、適切に実施してくださ

い。また必要な措置を講じていることが

分かるように記録を作成してください。 

 
 

※ 参考：虐待の防止について 

① 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催す

るとともに、その結果について従業者に周知徹底を図ること 

② 従業者に対し虐待の防止のための研修を定期的に実施する

こと（年１回以上・新規採用時） 

③ ①②を適切に実施するための担当者を置くこと 

※適切な措置を講じていない場合、虐待防止措置未実施減算 

が適用される場合がありますので留意してください。 

非常災害対策 ①消防設備点検を実施し

ていなかった。 

 

 

①消火器、避難誘導灯、自動火災報知設備、

火災通報装置、スプリンクラー設備等の消

防用設備については、６か月に１回点検

し、１年に１回は消防署に報告してくださ



 

②消防計画及び防火管理

者の届出をしていなかっ

た。 

 

い。 

②収容人員（利用者と従業者を合算した

人数）が 30人以上の場合には、防火管

理者（施設の防火管理業務を適切に遂行

することができる管理的又は監督的な地

位にある者）を選任し、消防署に届出を

行ってください。また防火管理者は消防

計画を作成し、消防署に届出しくださ

い。 

衛生管理 

 

 

 

感染症及び食中毒の予

防及びまん延の防止のた

めの対策を検討する委員

会を開催していなかっ

た。 

感染症及び食中毒の予防及びまん延の

防止のための対策を検討する委員会をお

おむね 3月に 1回以上開催するとともに、

その結果について、従業者に周知徹底を図

ってください。 

 

３．障害給付費の算定及び取扱い 

項目 事業所の状況 指導内容 

食事提供体制加算 生活介護計画に食事提

供体制加算の位置付けが

なかった。 

生活介護計画に位置付け、利用者から

同意を得てください。 

 

欠席時対応加算 利用者又はその家族等

に対して実施した連絡調

整その他の相談支援の内

容を記録していなかっ

た。 

利用者又はその家族等に対して実施し

た連絡調整その他の相談支援の内容を記

録してください。 

 

訪問支援特別加算 生活介護計画に訪問支

援特別加算の位置付けが

なかった。 

生活介護計画に位置付け、利用者から

同意を得てください。 

 

重度障害者支援加

算 

支援計画シート等の作

成・見直しを行っていな

かった。 

重度障害者支援加算(Ⅱ)及び(Ⅲ)につ

いて、支援計画シート等の作成及び３月

に１回程度の頻度で支援計画シート等を

見直してください。 

福祉・介護職員等

処遇改善加算 

 

 

 

 

 

 

①福祉・介護職員等へ処

遇改善計画等の内容が周

知されていなかった。 

 

②職員の処遇改善の内

容・処遇改善に要する費

用の見込額をインターネ

ットの利用その他の適切

①全ての福祉・介護職員等に処遇改善計

画等の内容を周知してください。 

 

 

②福祉・介護職員等処遇改善加算につい

て、計画期間中に実施する職員の処遇改善

の内容（賃金改善に関するものを除く。）

及び職員の処遇改善に要する費用の見込額



 

 

 

 

 

 

な方法により公表してい

なかった。 

をインターネットの利用その他の適切な方

法により公表してください。 

 
 

【参考】「福祉・介護職員等処遇改善加算等に関する基本的考え方

並びに事務処理手順及び様式例の提示について」厚労省通知（令和

７年３月７日障障発 03０７第１号） 

 

 


